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  連結経営指標等 
  

 
(注) 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。  

3. 第29期第２四半期連結累計期間及び連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

4. 第28期における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜

在株式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第２四半期連結 
累計期間

第29期
第２四半期連結 

会計期間
第28期

会計期間
自 平成20年９月１日
至 平成21年２月28日

自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日

自 平成19年９月１日
至 平成20年８月31日

売上高 (百万円) 294,644 156,133 630,740

経常利益 (百万円) 4,348 3,439 16,612

四半期(当期)純利益 
又は当期純損失(△)

(百万円) 1,470 2,700 △1,662

純資産額 (百万円) － 57,715 58,089

総資産額 (百万円) － 233,585 238,183

１株当たり純資産額 (円) － 31,844.13 32,281.65

１株当たり四半期(当期)純 
利益又は１株当たり当期純 
損失(△)

(円) 877.57 1,611.18 △1,072.93

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) － 22.8 22.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,633 － 1,404

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,318 － △17,147

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,223 － 8,005

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) － 22,726 22,455

従業員数 (人) － 5,645 5,709
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

 
(注) 1. 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

2. 臨時雇用者数（アルバイト、派遣社員を含む。）は、当第２四半期連結会計期間の平均人員（１日１人８時

間換算）を（ ）外数で記載しております。 

  

 
(注) 1. 従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員数であります。  

2. 臨時雇用者数（アルバイト、派遣社員を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員（１日１人８時間換

算）を（ ）外数で記載しております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年２月28日現在

従業員数(人) 5,645（3,472）

(2) 提出会社の状況

平成21年２月28日現在

従業員数(人) 4,099（1,615）

－ 3 －



 
(注) 1. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2. 前連結会計年度において情報通信機器商品の「パソコン周辺機器」及び「その他」に含めておりましたデジ

タルカメラ及びそのアクセサリーについては、第１四半期連結会計期間より音響映像商品の「カメラ」に含

めて表示しております。 

3. その他の事業には放送事業の売上高 870百万円が含まれております。 

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

  品目別売上高

品目別

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日
至 平成21年２月28日)

売上高
(百万円)

構成比
(％)

音響映像商品

カメラ 10,627 6.8

テレビ 14,576 9.3

ビデオデッキ・カメラ 7,807 5.0

オーディオ 7,039 4.5

ＡＶソフト 3,025 1.9

その他 4,275 2.8

小計 47,352 30.3

家庭電化商品

冷蔵庫 2,523 1.6

洗濯機 2,616 1.7

調理家電 2,959 1.9

季節家電 3,542 2.3

理美容家電 4,242 2.7

その他 3,852 2.5

小計 19,737 12.7

情報通信機器 
商品

パソコン本体 16,510 10.6

パソコン周辺機器 9,787 6.3

パソコンソフト 5,400 3.4

携帯電話 13,652 8.7

その他 10,112 6.5

小計 55,463 35.5

その他の商品

ゲーム 11,840 7.6

時計 4,021 2.6

書籍 426 0.2

メガネ・コンタクト 1,210 0.8

その他 15,156 9.7

小計 32,655 20.9

物品販売事業 155,208 99.4

その他の事業 925 0.6

合計 156,133 100.0
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平成19年２月８日に締結しました当社と株式会社エディオンの間の資本業務提携契約を平成21年２月８

日付で解消しております。 

  

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

   

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）におけるわが国経済は、

サブプライム問題に端を発した世界的金融危機の中、企業収益が大幅に悪化し個人消費も冷え込み、景

気は急速に後退いたしました。 

当家電小売業界では、引き続き単価下落はあったものの販売台数を伸ばした大画面薄型テレビ（液

晶・プラズマ）、ブルーレイディスクレコーダー及び、消費者の環境意識の高まり等を受けて、洗濯

機、調理家電等の省エネ・高付加価値商品の売上高は堅調でありました。一方、暖冬の影響を受けたエ

アコンに加え、パソコン、デジタルカメラ、ゲーム等が不振でありました。全体としては個人消費が急

速に冷え込む中で業界全体として厳しい市場環境で推移いたしました。 

このような環境下、当社グループは「より豊かな生活を提案する、進化し続けるこだわりの専門店の

集合体」の一層の強化を目指して、価格・品揃え・接客・サービス・店作りにおいて、お客様に更にご

満足いただけるよう改善を重ねてまいりました。 

店舗展開につきましては、平成21年２月20日にビックカメラ新潟店を開店しております。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は 1,561億33百万円、営業利益は 31億80百万円、経

常利益は 34億39百万円、四半期純利益は投資有価証券評価損等の計上により 27億円となりました。 

   

(2) 財政状態の分析 

① 資産の部 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 45億97百万円減少（前連結会計

年度末比 1.9％減）し、2,335億85百万円となりました。主な要因は受取手形及び売掛金の減少 44億16

百万円によるものであります。 

② 負債の部 

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ 42億24百万円減少（前連結会

計年度末比 2.3％減）し、1,758億70百万円となりました。主な要因は短期借入金の増加 186億86百万

円と買掛金の減少 105億28百万円、長期借入金の減少 60億55百万円によるものであります。 

③ 純資産の部 

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ ３億73百万円減少（前連結

会計年度末比 0.6％減）し、577億15百万円となりました。主な要因は剰余金の配当 16億75百万円と四

半期純利益の発生 14億70百万円によるものであります。 

   

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(3) キャッシュ・フローの分析 

当第２四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

第１四半期連結会計期間末に比べ 20億95百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には 227億26百万

円となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は ４億48百万円となりました。これは主に、たな卸資産の減少 90億

95百万円、売上債権の減少 47億４百万円、税金等調整前四半期純利益 28億88百万円があったもの

の、仕入債務が 172億８百万円減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は６億98百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得によ

る支出 10億52百万円によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は ９億48百万円となりました。これは主に、短期借入金の純増加 36

億38百万円と長期借入金の返済（収入と支出の差額）37億90百万円、配当金の支払額 ４億97百万円に

よるものであります。 

   

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

   

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 

   

  

  

－ 6 －



当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

 ① 重要な設備計画の変更 

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備

の新設における変更はありません。 

  

 ② 重要な設備計画の完了 

第１四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第２四半期連結会計期間に完了

したものは、次のとおりであります。 

  

 
  

 ③ 重要な設備の新設、除却等 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画

会社名 事業所名 所在地 完成年月

提出会社 新潟店 新潟県新潟市中央区 平成21年２月

－ 7 －



  

 
  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,082,000

計 5,082,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年２月28日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成21年４月13日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,675,902 1,675,902
東京証券取引所 
（市場第一部）

単元株制度を採用して
いないため、単元株式
数はありません。

計 1,675,902 1,675,902 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年12月１日～ 
平成21年２月28日

－ 1,675,902 － 18,402 － 17,976
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平成21年２月28日現在

 
(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４Ｇ）   21,197株 

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）      7,810株 

  

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10株含まれております。また、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 

(株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

新井 隆二 東京都練馬区 818,551 48.84

株式会社ラ・ホールディングス 東京都豊島区東池袋1－11－6 196,615 11.73

株式会社東京放送 東京都港区赤坂5－3－6 61,190 3.65

株式会社エディオン 東京都千代田区外神田1－9－14 45,372 2.71

富士ソフト株式会社 神奈川県横浜市中区桜木町1－1 33,191 1.98

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海1－8－11 21,197 1.26

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1－8－11 7,810 0.47

河原林 成之 大阪府豊中市 6,256 0.37

株式会社テレビ東京 東京都港区虎ノ門4－3－12 6,065 0.36

メロン バンク エヌエー トリ
ーテイー クライアント オムニ
バス 
（常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行）

ONE  MELLON  BANK  CENTER,  PITTSBURGH, 
PENNSYLVANIA 
  
（東京都千代田区丸の内2－7－1） 
  

6,000 0.36

計 － 1,202,247 71.74

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) －
－

－

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,675,902 1,675,902 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 1,675,902 － －

総株主の議決権 － 1,675,902 －
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(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

 
  

② 【自己株式等】

平成21年２月28日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年９月 10月 11月 12月 平成21年１月 ２月

最高(円) 56,400 42,700 34,900 30,950 31,800 18,500

最低(円) 40,000 22,560 27,520 24,610 16,300 16,500

３ 【役員の状況】

(1) 新任役員

(2) 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 － 麻田 祐司 平成21年２月８日

代表取締役会長 － 新井 隆二 平成21年２月20日

取締役 総務部長 曽我 邦夫 平成21年２月20日

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役総務部長 取締役総務担当 川村 仁志 平成21年２月20日

取締役ＣＳＲＯ 取締役ＣＳＲ担当 加藤 周二 平成21年４月10日
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」(平成20年８月７日内閣府令第50号)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四

半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年12月

１日から平成21年２月28日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年９月１日から平成21年２月28日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。  

  第29期第１四半期連結累計期間               あずさ監査法人  

  第29期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間  監査法人トーマツ 

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年８月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,556 24,202

受取手形及び売掛金 17,066 21,482

商品及び製品 43,961 42,743

仕掛品 0 0

原材料及び貯蔵品 247 189

番組勘定 270 330

その他 17,974 19,658

貸倒引当金 △46 △33

流動資産合計 104,030 108,573

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 19,093 18,504

土地 40,947 40,913

その他（純額） 2,624 2,636

有形固定資産合計 ※1  62,665 ※1  62,054

無形固定資産 ※2  14,325 ※2  14,329

投資その他の資産   

差入保証金 28,383 28,479

その他 26,012 26,500

貸倒引当金 △2,001 △1,946

投資その他の資産合計 52,394 53,033

固定資産合計 129,385 129,417

繰延資産 169 192

資産合計 233,585 238,183
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(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年８月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 35,316 45,844

短期借入金 49,278 30,592

1年内返済予定の長期借入金 22,072 23,441

1年内償還予定の社債 720 720

未払法人税等 2,433 5,684

賞与引当金 1,581 1,851

ポイント引当金 12,796 12,955

その他 12,014 13,279

流動負債合計 136,214 134,369

固定負債   

社債 540 900

長期借入金 32,499 38,555

退職給付引当金 4,652 4,300

役員退職慰労引当金 25 612

その他 1,938 1,355

固定負債合計 39,656 45,724

負債合計 175,870 180,094

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,402 18,402

資本剰余金 17,976 17,976

利益剰余金 18,729 18,934

株主資本合計 55,108 55,313

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,740 △1,212

評価・換算差額等合計 △1,740 △1,212

少数株主持分 4,347 3,988

純資産合計 57,715 58,089

負債純資産合計 233,585 238,183
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

売上高 294,644

売上原価 225,309

売上総利益 69,334

販売費及び一般管理費 ※  65,505

営業利益 3,829

営業外収益  

受取利息 28

受取配当金 69

負ののれん償却額 52

持分法による投資利益 88

受取賃貸料 453

その他 1,141

営業外収益合計 1,833

営業外費用  

支払利息 820

その他 493

営業外費用合計 1,313

経常利益 4,348

特別損失  

固定資産除却損 35

投資有価証券評価損 2,117

特別損失合計 2,153

税金等調整前四半期純利益 2,195

法人税、住民税及び事業税 2,225

法人税等調整額 △1,705

法人税等合計 520

少数株主利益 204

四半期純利益 1,470
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年２月28日) 

売上高 156,133

売上原価 119,668

売上総利益 36,465

販売費及び一般管理費 ※  33,284

営業利益 3,180

営業外収益  

受取利息 17

受取配当金 69

負ののれん償却額 25

持分法による投資利益 20

受取賃貸料 238

その他 564

営業外収益合計 935

営業外費用  

支払利息 417

その他 259

営業外費用合計 676

経常利益 3,439

特別損失  

固定資産除却損 11

投資有価証券評価損 539

特別損失合計 550

税金等調整前四半期純利益 2,888

法人税、住民税及び事業税 1,570

法人税等調整額 △1,665

法人税等合計 △95

少数株主利益 283

四半期純利益 2,700
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,195

減価償却費 1,484

のれん償却額 219

貸倒引当金の増減額（△は減少） 68

賞与引当金の増減額（△は減少） △269

ポイント引当金の増減額（△は減少） △159

退職給付引当金の増減額（△は減少） 352

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △587

受取利息及び受取配当金 △97

支払利息 820

為替差損益（△は益） 5

持分法による投資損益（△は益） △88

固定資産除却損 35

投資有価証券評価損益（△は益） 2,117

売上債権の増減額（△は増加） 4,263

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,215

仕入債務の増減額（△は減少） △10,570

その他 △61

小計 △1,488

利息及び配当金の受取額 105

利息の支払額 △798

法人税等の支払額 △5,451

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,633

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △383

定期預金の払戻による収入 300

有形固定資産の取得による支出 △1,339

無形固定資産の取得による支出 △279

投資有価証券の取得による支出 △15

投資有価証券の売却による収入 49

貸付けによる支出 △103

貸付金の回収による収入 12

差入保証金の差入による支出 △448

差入保証金の回収による収入 522

持分法適用の範囲の変更を伴う関連会社株式の取
得による支出

△45

その他 411

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,318
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(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成21年２月28日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 18,686

長期借入れによる収入 4,100

長期借入金の返済による支出 △11,524

社債の償還による支出 △360

配当金の支払額 △1,678

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,223

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 270

現金及び現金同等物の期首残高 22,455

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  22,726
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日)

1. 持分法適用の範囲の変更

第１四半期連結会計期間から、株式を追加取得し影響力が増したため、株式会社ベスト電器を持分法の適

用の範囲に含めております。

2. 会計処理基準に関する事項の変更

  たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として売価還元法による原価法によっており

ましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ207百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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  当第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

 
  

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日)

1. 一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

2. たな卸資産の評価方法

たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。

3. 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

4. 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。 

 また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差

異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっております。 

   

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日)

役員退職慰労金制度の廃止

 当社の役員退職慰労引当金については、従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しておりましたが、平成20年11月27日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃

止しております。

 同制度廃止に伴い、在任期間に応じた役員退職慰労金の打ち切り支給を同株主総会で決議し、役員退職慰労引

当金残高を、固定負債の「その他」に計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年２月28日)

前連結会計年度末 
(平成20年８月31日)

 

※1. 有形固定資産の減価償却累計額  16,807百万円

※2. のれん及び負ののれんの表示

 のれん及び負ののれんは、相殺し無形固定資産に

含めて表示しております。相殺前の金額は次の通り

です。

のれん 798百万円

負ののれん △119百万円

 差引 679百万円

※1. 有形固定資産の減価償却累計額  15,738百万円

※2. のれん及び負ののれんの表示

 のれん及び負ののれんは、相殺し無形固定資産に

含めて表示しております。相殺前の金額は次の通り

です。

のれん 907百万円

負ののれん △175百万円

差引 732百万円

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日  
 至 平成21年２月28日)

※  販売費及び一般管理費の主なもの

ポイント販促費 20,477百万円

ポイント引当金繰入額 75百万円

賞与引当金繰入額 1,937百万円

退職給付費用 449百万円

役員退職慰労引当金繰入額 3百万円

減価償却費 1,305百万円

のれん償却額 271百万円

貸倒引当金繰入額 71百万円

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年12月１日  
 至 平成21年２月28日)

※  販売費及び一般管理費の主なもの

ポイント販促費 10,883百万円

ポイント引当金繰入額 75百万円

賞与引当金繰入額 907百万円

退職給付費用 235百万円

役員退職慰労引当金繰入額 1百万円

減価償却費 681百万円

のれん償却額 179百万円

貸倒引当金繰入額 57百万円
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当第２四半期連結会計期間末(平成21年２月28日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月１

日 至 平成21年２月28日) 

1. 発行済株式に関する事項 

 
  

  

2. 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

3. 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

4. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

  

5. 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年９月１日  
 至 平成21年２月28日)

 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 24,556百万円

預入期間が３か月を超える 

定期預金
△1,830百万円

現金及び現金同等物 22,726百万円

 

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,675,902

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年11月27日 
定時株主総会

普通株式 1,675 1,000.00 平成20年８月31日 平成20年11月28日 利益剰余金
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当第２四半期連結会計期間末(平成21年２月28日) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい

変動が認められないため、記載しておりません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間末(平成21年２月28日) 

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間末(平成21年２月28日) 

当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なもので

はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日) 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)
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第１四半期連結累計期間において、セグメント事業毎の営業損益の重要性が増したため第１四半期連

結累計期間より事業の種類別セグメント情報の開示を行っております。 

 当第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日) 

 
  

 当第２四半期連結累計期間(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日) 

 
(注) 1. 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

2. 各区分の主な商品・役務 

(1) 物品販売事業 …… 音響映像商品・家庭電化商品・情報通信機器商品等 

(2) 放送事業 ………… テレビ放送事業・ケーブルテレビ事業 

(3) その他の事業 …… ゴルフ事業等 

3. 会計処理基準に関する事項の変更 

  (棚卸資産の評価に関する会計基準の適用) 

   当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、主として売価還元法によ

る原価法によっておりましたが、主として売価還元法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法)に変更しております。 

   この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は物品販売事業にお

いて207百万円減少しております。 

 なお、放送事業及びその他の事業において、この変更による営業利益又は営業損失に与える影響はありま

せん。 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日)及び当第２四半期連結累計

期間(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日) 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日)及び当第２四半期連結累計

期間(自 平成20年９月１日 至 平成21年２月28日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

物品販売事業 
(百万円)

放送事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去または 
全社(百万円)

連結
(百万円)

売上高 155,210 1,148 376 156,736 （602） 156,133

営業利益又は営業損失(△) 3,283 △74 △15 3,193 （12） 3,180

物品販売事業 
(百万円)

放送事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去または 
全社(百万円)

連結
(百万円)

売上高 292,793 2,263 991 296,047 （1,403） 294,644

営業利益又は営業損失(△) 4,156 △308 8 3,856 （27） 3,829

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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1. １株当たり純資産額 

  

 
  

2. １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年２月28日)

前連結会計年度末 
(平成20年８月31日)

１株当たり純資産額 31,844円13銭
 
１株当たり純資産額 32,281円65銭

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日
至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日
至 平成21年２月28日)

 

１株当たり四半期純利益 877円57銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式がないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 1,611円18銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式がないため記載しておりません。

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年９月１日
至 平成21年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年12月１日
至 平成21年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 1,470 2,700

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 1,470 2,700

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 1,675,902 1,675,902

(重要な後発事象)
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  特記事項はありません。 

    

当社は、株式会社ランドコンセプトを相手取り、最高裁判所に平成21年４月３日に上告の提起を

行い、現在係争中であります。  

 当社は、平成２年８月24日に株式会社恩田園と池袋東口駅前店（現池袋東口カメラ館）の賃貸借

契約を締結し、保証金 1,843百万円を支払っております。平成18年８月14日、池袋東口駅前店（現

池袋東口カメラ館）は担保不動産競売により、株式会社ランドコンセプトが取得しており、同社は

これに伴う賃貸借の賃貸人たる地位を継承しておりますが、同社は当社が支払った保証金について

大幅に減額して承継されるべきと主張したため、当社は同社を相手取り提訴したものであります。 

 なお、当社は平成20年９月22日の東京地方裁判所の判決に基づき、平成20年８月決算において貸

倒引当金繰入額 1,506百万円を計上しております。 

  

  

２【その他】

(1) 決算日後の状況

(2) 訴訟等
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成２１年４月９日

株式会社ビックカメラ 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ビックカメラの平成２０年９月１日から平成２１年８月３１日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成２０年１２月１日から平成２１年２月２８日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２

０年９月１日から平成２１年２月２８日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビックカメラ及び連結子会社の平

成２１年２月２８日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  石  橋  和  男  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  原  田  誠  司  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  東  葭     新  印

(注) 1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

2. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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